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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．当社は平成16年５月20日付けで株式分割を実施しております。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成14年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成15年 
３月31日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

売上高（百万円） 58,447 56,910 60,850 117,057 119,335 

経常利益（百万円） 5,460 6,392 6,195 10,831 12,331 

中間（当期）純利益

（百万円） 
2,325 1,398 3,895 6,938 4,898 

純資産額（百万円） 50,856 56,366 63,746 55,555 60,856 

総資産額（百万円） 128,511 133,923 139,292 131,938 138,453 

１株当たり純資産額

（円） 
2,825.74 3,134.99 1,773.74 3,081.34 3,378.93 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
127.75 77.75 108.40 375.89 265.08 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

120.36 74.40 103.22 354.25 252.21 

自己資本比率（％） 39.6 42.1 45.8 42.1 44.0 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

8,623 11,918 11,589 19,876 27,200 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△5,943 △11,348 △8,396 △14,286 △26,056 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△2,978 △2,642 △1,372 △3,076 △3,606 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 

（百万円） 

20,019 20,740 22,142 22,831 20,300 

従業員数(外、平均臨時

雇用者数)（人） 

2,845 

(2,264) 

2,785 

(2,376) 

2,989 

(2,682) 

2,813 

(2,277) 

2,781 

(2,392) 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は平成16年５月20日付けで株式分割を実施しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成14年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成15年 
３月31日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

売上高（百万円） 35,879 38,888 42,186 74,974 80,711 

経常利益（百万円） 3,709 4,498 4,694 7,510 7,531 

中間(当期)純利益 

（百万円） 
1,436 1,710 3,359 4,350 4,679 

資本金（百万円） 12,348 12,348 12,350 12,348 12,349 

発行済株式総数（株） 18,310,277 18,310,370 36,621,298 18,310,370 18,310,463 

純資産額（百万円） 42,522 46,801 53,199 45,543 50,815 

総資産額（百万円） 80,358 84,986 87,741 82,546 88,578 

１株当たり純資産額

（円） 
2,362.69 2,602.98 1,480.27 2,530.19 2,826.29 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
78.92 95.09 93.47 238.37 258.95 

潜在株式調整後１株 

当たり中間（当期）純

利益金額（円） 

74.85 90.72 89.09 225.64 246.44 

１株当たり中間(年間)

配当額（円） 
－ － － 38.00 38.00 

自己資本比率（％） 52.9 55.1 60.6 55.2 57.4 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数)（人） 

1,215 

(1,153) 

1,172 

(1,268) 

1,226 

(1,522) 

1,186 

(1,179) 

1,182 

(1,309) 
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３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

      連結子会社 

（注）議決権の所有割合の（ ）は内書で、当社の関係会社の間接所有であり、所有する会社は次のとおりでありま 

      す。 

        第一興商（上海）電子有限公司 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員(１日８時間換算)を（ ）外書

きで記載しております。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、当社の総務部等管理部門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員(１日８時間換算)を（ ）外書きで記

載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 

（千US$） 
主要な事業の内容  

議決権の所
有割合 

（％） 
関係内容 

上海必愛歌音楽 

餐飲有限公司 
中国上海 600 カラオケルームの運営 

  

100.0 

(75.0)
役員の兼任２名 

  平成16年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

業務用カラオケ事業 1,910 (111) 

カラオケルーム運営事業 561 (2,287) 

コンテンツ事業 64 (6) 

音楽ソフト事業 236 (2) 

その他の事業 118 (273) 

全社（共通） 100 (3) 

合計 2,989 (2,682)

  平成16年９月30日現在

従業員数（人） 1,226 (1,522) 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間のわが国経済は、原油高騰による不透明感が広がりつつあるなか、設備投資や輸出が堅調に

増加し、また企業業績の好転から雇用環境にも改善が見られるなど、景気は速度を緩めながらも回復基調を保って

推移いたしました。 

 当カラオケ業界におきましては、商品やサービスの低価格競争が続くなか、スナック、クラブをはじめとするナ

イト市場の経営環境は依然として厳しいものの、カラオケボックスなどのデイ市場では、設備やサービスを充実さ

せた大型店の積極出店が相次ぎ、またメーカーにおいてもブロードバンドを見据えた新商品が発売されるなど、市

場活性化への努力が見られました。 

 この様ななか当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）におきましては、当カラオケ業界におけるトッ

プシェアの更なる拡大のため主力商品である「ブロードバンドサイバーＤＡＭ（ＤＡＭ－Ｇ100）」(当社商品ブラ

ンド名、以下同じ。)を中心にカラオケ機器の販売及び賃貸へ注力するとともに、カラオケルーム「ビッグエコ

ー」におきましても、首都圏及び地方中核都市の好立地を中心に10店舗を新規出店いたしました。一方、コンテン

ツ事業及び音楽ソフト事業におきましては、業界環境は厳しいものの蓄積したノウハウとコンテンツ資産を活用し

た事業展開を図ってまいりました。また新規事業である「ゲートウェイ事業」では「ブロードバンドサイバーＤＡ

Ｍ」と情報端末「ＤＡＭステーション」(当社商品ブランド名、以下同じ。)による様々なエンタテインメントコン

テンツサービスの提供を開始いたしました。当社グループは、事業を取り巻く急激な環境変化に対応しつつ、「音

楽とカラオケとエンタテインメント」が一体となった総合音楽エンタテインメントビジネスの実現のため、これら

経営上の諸施策を積極的に推進してまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は60,850百万円と前年同期比6.9％の増収となりました。一方、利益

面におきましては、今後展開していくコンテンツサービス強化にかかる先行コストや、各種シェアアップ施策のた

めの営業費用の増加もあり、営業利益は6,296百万円と前年同期比8.5％減少し、経常利益も6,195百万円と前年同

期比3.1％の減少となりましたが、特別損失において固定資産処分損を計上したものの、前中間連結会計期間に計

上した過年度役員退職慰労引当金繰入額の負担がなくなったことから、中間純利益は前年同期比178.6％増加の

3,895百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの概要は、以下のとおりであります。 

（業務用カラオケ事業） 

 当事業におきましては、市場での商品の低価格化及び多機能化が進行するなかにあって、当社グループにおきま

しては、前期10月に発売した主力商品「ブロードバンドサイバーＤＡＭ（ＤＡＭ－Ｇ100）」が従来商品に比べ搭

載機能や多彩なコンテンツなど付加価値が非常に高いこと、またブロードバンド環境を本格的に活用し双方向サー

ビスが可能であることから、引き続き市場から高い評価を得て19.8千台を出荷し、中間連結会計期間における通信

カラオケの出荷台数としては過去最高となりました。また、ナイト市場を中心とするカラオケ機器賃貸におきまし

ては、月額賃貸料金が低下傾向にあるなか賃貸件数の増加を図り、カラオケ音源等の情報提供料収入におきまして

も、販売台数や賃貸件数の増加に伴い通信カラオケ機器の稼働台数が着実に伸長いたしました。この結果、当事業

の売上高は前年同期比10.7％増加の35,067百万円、営業利益も前年同期比31.9％増加の7,593百万円となりまし

た。 

（カラオケルーム運営事業） 

 カラオケルーム「ビッグエコー」の運営におきましては、当中間連結会計期間に積極的に多店舗展開を進め、首

都圏及び地方中核都市の好立地を中心に10店舗を新規出店するほか２店舗を閉店し、当中間連結会計期間末現在

209店舗（国内207店舗、海外２店舗）、部屋数は前連結会計年度末から534ルーム増加の5,896ルームが稼働してお

ります。この結果、当事業の売上高は前年同期比5.4％増加の12,771百万円、既存店売上高におきましては、オリ

ンピック観戦や猛暑・台風など天候不順の影響もあり、前年同期比3.8％減少いたしました。また、積極出店に伴

う営業費用及び店舗家主の財政状態悪化に伴う差入保証金に対する貸倒引当金繰入額が増加したことから、営業利

益は224百万円と前年同期比82.6％の大幅な減少となりました。 
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（コンテンツ事業） 

 当事業におきましては衛星放送事業とｅビジネス事業を行っておりますが、衛星放送事業におきましては、民生

用サービスの契約件数が減少傾向にあるなかこれと同様のコンテンツを業務用に提供する「スターダム」サービス

の契約件数が堅調に伸長し、またコストコントロールによる収益改善も定着して推移いたしました。一方、ｅビジ

ネス事業におきましては、着信メロディー市場全体の加入者数が減少傾向にあるなか、新規サイトの立上げやサー

ビスの拡充を図りましたが、当社においても加入者は減少に至りました。この結果、当事業の売上高は前年同期比

10.3％減少の4,729百万円となり、ｅビジネス事業における新規サイトの運営費用などの増加により、営業利益は

前年同期比53.0％減少の483百万円となりました。 

（音楽ソフト事業） 

 当事業におきましては、依然として音楽ＣＤ市場が縮小傾向にあるなか、業容の拡大を図るためグループメディ

アを活用した販促活動を積極的に推進いたしましたが、当中間連結会計期間においてはヒット作に恵まれなかった

ため、当事業の売上高は前年同期比0.3％減少の5,289百万円となりました。また、制作原価並びに販売費及び一般

管理費等の営業費用が増加したことから営業損失が891百万円と前年同期より846百万円の利益の減少となりまし

た。 

（その他の事業） 

 当事業におきましては、飲食事業及び不動産賃貸が主なものでありますが、当連結会計年度より新たに「ゲート

ウェイ事業」及び「通信販売事業」が加わり、これら新規事業におきましては、認知度の早期浸透を図るため、情

報端末「ＤＡＭステーション」の設置及び通信販売カタログの配布を「ビッグエコー」店舗からスタートいたしま

した。この結果、当事業の売上高は前年同期比17.6％増加の2,991百万円となりましたが、新規事業開始に伴う営

業費用も増加したため、営業利益は前年同期比38.0％減少の165百万円となりました。 

なお、上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、役員退職慰労引当

金の減少や、有形固定資産の取得による支出の増加があったものの定期性預金の預入れによる支出の減少や、長期

借入による収入の増加等により前中間連結会計期間末に比べ1,401百万円増加し、当中間連結会計期間末は22,142

百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は11,589百万円で前中間連結会計期間に比べ328百万円減少しております。これ

は、主に、税金等調整前中間純利益が1,572百万円、固定資産処分損益が1,827百万円それぞれ増加したものの、役

員退職慰労引当金が3,390百万円減少したこと等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は8,396百万円で前中間連結会計期間に比べ2,952百万円減少しております。これ

は、主に、有形固定資産の取得による支出が2,792百万円増加し、定期性預金の払戻による収入が2,034百万円減少

したものの、定期性預金の預入による支出が6,579百万円減少したこと等によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,372百万円で前中間連結会計期間に比べ1,270百万円減少しております。これ

は、主に、短期借入金が純額で620百万円減少したものの、長期借入による収入が1,979百万円増加したこと等によ

るものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は製造原価及び音源映像ソフトウェア生産高を表示しており、消費税等は含まれておりませ 

          ん。 

    ２. 業務用カラオケ事業のうち、カラオケディスクの製造は、当中間連結会計期間より行っておりません。  

３．コンテンツ事業のうち、ラジオ番組の制作費用は、当中間連結会計期間において生産に含めて記載しており

ます。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．いずれの相手先に対する販売実績も総販売実績の100分の10未満であるため、主要な販売先の記載は省略し

ております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 990 64.5 

コンテンツ事業（百万円） 427 248.4 

音楽ソフト事業（百万円） 1,863 167.8 

合計（百万円） 3,281 116.4 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 13,770 134.4 

カラオケルーム運営事業（百万円） 1,304 111.1 

コンテンツ事業（百万円） 84 63.1 

音楽ソフト事業（百万円） 871 65.9 

その他の事業（百万円） 837 178.4 

合計（百万円） 16,870 126.4 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

構成比（％） 前年同期比（％） 

業務用カラオケ事業（百万円） 35,067 57.6 110.7 

カラオケルーム運営事業（百万円） 12,771 21.0 105.4 

コンテンツ事業（百万円） 4,729 7.8 89.7 

音楽ソフト事業（百万円） 5,289 8.7 99.7 

その他の事業（百万円） 2,991 4.9 117.6 

合計（百万円） 60,850 100.0 106.9 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、カラオケに対するユーザーニーズを正確に把握することを原点とし、それを分析し、映像・音響

の基礎・応用技術などカラオケシステムの開発及び改良を行っており、これらの活動は当社の商品開発部（当中間連

結会計期間末人員 37名）が担当しております。 

 なお、上記は、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会 平成10年3月31日）の「研究及び開発」に該

当する活動ではありません。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

  前連結会計年度末における向こう１年間の設備投資計画（新設・拡充）のうち、当中間連結会計期間末における主

な完了状況は次のとおりであります。 

(1）業務用カラオケ事業 

  カラオケ賃貸機器の新規設置及び旧機種からの更新投資を中心に6,280百万円を計画しており、当中間連結会計

期間末までに3,802百万円を完了いたしました。  

(2）カラオケルーム運営事業  

  カラオケルーム店舗の新規出店及び既存店舗の改修として5,665百万円を計画しており、10店舗を新規出店する

など当中間連結会計期間末までに3,139百万円を完了いたしました。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注） 「株式の消却が行われた場合にはこれに相当する株式数を減ずる。」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成16年12月１日以降提出日までの転換社債の転換により発行されたもの

は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

該当事項はありません。 

② 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．転換社債の株式転換によるものであります。 

２．株式分割（１：２）によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成16年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成16年12月16日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,621,298 36,621,298 
ジャスダック 
証券取引所 

－ 

計 36,621,298 36,621,298 － －

銘柄 
（発行年月日） 

中間会計期間末現在 
（平成16年９月30日現在） 

提出日の前月末現在 
（平成16年11月30日現在） 

転換社債の残高 
（百万円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額
（円） 

転換社債の残高 
（百万円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額
（円） 

平成17年３月31日満期第

１回無担保転換社債(転換

社債間限定同順位特約付) 

（平成８年５月９日） 

9,955 5,371.20 2,686 9,955 5,371.20 2,686 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高（千
円） 

平成16年４月21日（注１） 372 18,310,835 999 12,350,393 998 4,002,473 

平成16年５月20日（注２） 18,310,463 36,621,298 － 12,350,393 － 4,002,473 
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(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、並びに資産管理サービス信託銀

行㈱の所有株式数は全て信託業務に係る株式であります。 

２．当社が保有する自己株式数は682.3千株であります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。 

  平成16年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

保志 忠彦 東京都調布市国領町７－63－４ 5,222.0 14.26 

日本マスタートラスト信託

銀行㈱ 
東京都港区浜松町２－11－３ 3,449.3 9.42 

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－11 2,582.8 7.05 

㈲ホシ・クリエート 東京都港区高輪２－１－24－205 2,187.7 5.97 

保志 忠郊 東京都調布市国領町７－63－４ 1,471.2 4.02 

保志 治紀 東京都調布市国領町７－63－４ 1,447.6 3.95 

バンクオブニューヨークヨ

ーロッパリミテッドルクセ

ンブルグ１３１８００ 

（常任代理人 ㈱みずほコ

ーポレート銀行） 

６Ｄ ＲＯＵＴＥ ＤＥ ＴＲＥＶＥＳ 

Ｌ－2633 ＳＥＮＮＩＮＧＥＲＢＥＲＧ 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

997.2 2.72 

資産管理サービス信託銀行

㈱ 
東京都中央区晴海１－８－12－Ｚ棟 886.5 2.42 

米田 龍佳 東京都世田谷区野毛１－７－13 693.3 1.89 

三菱信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 576.4 1.57 

計 － 19,514.0 53.29

  平成16年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   682,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,752,800 357,528 － 

単元未満株式 普通株式   186,198 － － 

発行済株式総数 36,621,298 － － 

総株主の議決権 － 357,528 － 
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②【自己株式等】 

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が800株（議決権の数

８個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれ

ております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成16年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱第一興商 
東京都品川区北品

川５丁目５番26号 
682,300 － 682,300 1.86 

計 － 682,300 － 682,300 1.86

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,510 3,390 3,350 3,400 3,300 3,280 

最低（円） 2,780 2,470 2,680 3,050 3,010 2,990 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

  ただし、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

  ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     21,953     30,843     29,280  

２ 受取手形及び売掛
金 

※２   13,757     12,909     14,011  

３ 有価証券     117     25     131  

４ たな卸資産     7,319     5,733     5,907  

５ 繰延税金資産     3,744     3,207     3,613  

６ その他     3,995     3,496     3,131  

    貸倒引当金     △1,346     △870     △1,432  

流動資産合計     49,542 37.0   55,346 39.7   54,644 39.5 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 ※２ 10,115     7,711     9,094    

(2）カラオケ賃貸機
器 

※2,3 9,333     10,160     9,392    

(3）カラオケルーム
設備 

※４ 9,626     12,138     10,813    

(4）土地 ※２ 15,828     15,189     16,626    

(5）その他 ※２ 2,273 47,176   3,010 48,211   2,418 48,345  

２ 無形固定資産     7,615     8,888     8,950  

３ 投資その他の資産                    

(1）繰延税金資産   3,116     2,672     2,193    

(2）差入敷金・保証
金 

※２ 11,670     13,179     12,604    

(3）その他 ※２ 18,086     13,603     14,202    

   貸倒引当金   △3,285 29,588   △2,609 26,845   △2,486 26,513  

固定資産合計     84,381 63.0   83,945 60.3   83,808 60.5 

資産合計     133,923 100.0   139,292 100.0   138,453 100.0 
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前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛
金     7,069     7,574     7,249  

２ 短期借入金 ※２   19,219     19,665     19,418  

３ 一年以内償還予定
転換社債  

    －     9,955     10,799  

４ 未払法人税等     1,157     1,019     1,125  

５ 賞与引当金     1,139     1,160     998  

６ その他     8,848     8,892     9,949  

流動負債合計     37,435 28.0   48,267 34.7   49,541 35.8 

Ⅱ 固定負債                    

１ 転換社債     11,514     －     －  

２ 長期借入金 ※２   19,338     18,865     18,935  

３ 退職給付引当金     2,748     2,741     2,662  

４ 役員退職慰労引当
金 

    3,001     2,752     3,141  

５ 連結調整勘定     1,091     935     1,016  

６ その他     1,485     1,362     1,388  

固定負債合計     39,179 29.2   26,657 19.1   27,144 19.6 

負債合計     76,615 57.2   74,924 53.8   76,685 55.4 

                     

（少数株主持分）                    

少数株主持分     941 0.7   621 0.4   910 0.6 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     12,348 9.2   12,350 8.9   12,349 8.9 

Ⅱ 資本剰余金     24,001 17.9   24,002 17.2   24,001 17.3 

Ⅲ 利益剰余金     30,436 22.7   28,961 20.8   29,716 21.5 

Ⅳ 土地再評価差額金     △9,981 △7.5   △1,927 △1.3   △5,761 △4.1 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    191 0.2   1,025 0.7   1,286 0.9 

Ⅵ 為替換算調整勘定     91 0.1   114 0.1   31 0.0 

Ⅶ 自己株式     △721 △0.5   △780 △0.6   △767 △0.5 

資本合計     56,366 42.1   63,746 45.8   60,856 44.0 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    133,923 100.0   139,292 100.0   138,453 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     56,910 100.0   60,850 100.0   119,335 100.0 

Ⅱ 売上原価     31,798 55.9   36,206 59.5   68,855 57.7 

割賦損益調整前売
上総利益 

    25,112 44.1   24,643 40.5   50,479 42.3 

割賦販売未実現利
益戻入（＋）   120     156     219    

割賦販売未実現利
益繰延（－） 

  69 51 0.1 17 139 0.2 127 92 0.1 

売上総利益     25,163 44.2   24,782 40.7   50,572 42.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費                    

１ 広告宣伝費   1,379     1,581     3,332    

２ 販売促進費   1,356     1,166     2,723    

３ 貸倒引当金繰入額   445     377     672    

４ 役員報酬   793     855     1,645    

５ 役員退職慰労引当
金繰入額   182     188     367    

６ 給料・賞与   6,046     6,245     13,358    

７ 賞与引当金繰入額   910     977     829    

８ その他   7,168 18,283 32.1 7,092 18,486 30.4 14,515 37,445 31.4 

営業利益     6,880 12.1   6,296 10.3   13,126 11.0 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   272     215     511    

２ 受取配当金   23     28     28    

３ 受取手数料   133     129     275    

４ 連結調整勘定償却
額   139     113     283    

５ その他   292 860 1.5 333 819 1.4 692 1,792 1.5 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   290     275     570    

２ 貸倒引当金繰入額   12     24     102    

３ たな卸資産廃棄損   256     73     729    

４ たな卸資産評価損   429     307     519    

５ 為替差損   155     －     －    

６ その他   204 1,348 2.4 239 920 1.5 665 2,587 2.2 

経常利益     6,392 11.2   6,195 10.2   12,331 10.3 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 ※１ －     4     16    

２ 貸倒引当金戻入益   118     34     201    

３ 投資有価証券売却
益   2     553     208    

４ 役員退職慰労引当
金戻入益   － 121 0.2 139 731 1.2 － 426 0.4 

                     

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産処分損 ※２ 400     2,232     1,843    

２ 投資有価証券売却
損   －     6     －    

３ 投資有価証券評価
損   76     －     82    

４ 過年度役員退職慰
労引当金繰入額   2,921     －     2,921    

５ 関係会社整理損   － 3,398 5.9 － 2,238 3.7 5 4,853 4.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益     3,115 5.5   4,687 7.7   7,904 6.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  1,081     884     1,975    

法人税等調整額   706 1,787 3.1 107 991 1.6 1,021 2,996 2.5 

少数株主利益（△
損失）     △70 △0.1   △199 △0.3   8 0.0 

中間(当期)純利益     1,398 2.5   3,895 6.4   4,898 4.1 
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③【中間連結剰余金計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     24,000   24,001   24,000 

Ⅱ 資本剰余金増加高              

１ 転換社債の転換   －   0   0  

２ 自己株式処分差益   0 0 0 1 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    24,001   24,002   24,001 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     29,879   29,716   29,879 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

 中間（当期）純利益   1,398 1,398 3,895 3,895 4,898 4,898 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

１ 配当金   683   682   683  

２ 役員賞与   134   134   134  

３ 土地再評価差額金取
崩額 

  23 841 3,834 4,651 4,243 5,062 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    30,436   28,961   29,716 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  3,115 4,687 7,904 

減価償却費   5,892 6,811 12,884 

貸倒引当金の増減額   299 △160 504 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  3,001 △388 3,141 

受取利息・配当金   △295 △243 △540 

投資有価証券売却損
益 

  － △547 △208 

支払利息   290 275 570 

固定資産処分損益   400 2,227 1,827 

投資有価証券評価損   76 － 82 

売上債権の増減額   △99 911 △353 

たな卸資産の増減額   △629 △607 820 

カラオケ賃貸機器の
売上原価振替  

  － 514 943 

仕入債務の増減額   489 △137 625 

その他   △534 △644 29 

小計   12,006 12,698 28,232 

利息及び配当金の受
取額 

  285 237 541 

利息の支払額   △297 △274 △571 

法人税等の支払額   △1,078 △1,072 △2,004 

法人税等の還付額   1,002 － 1,002 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  11,918 11,589 27,200 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期性預金の預入に
よる支出 

  △6,904 △324 △9,008 

定期性預金の払戻に
よる収入 

  2,638 603 3,275 

有形固定資産の取得
による支出 

  △4,668 △7,460 △11,684 

有形固定資産の売却
による収入 

  29 748 46 

無形固定資産の取得
による支出 

  △2,291 △2,045 △6,064 

投資有価証券の取得
による支出 

  △93 △41 △2,093 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 595 223 

子会社株式の取得に
よる支出 

  △174 △45 △265 

貸付による支出   △224 △212 △495 

貸付金の回収による
収入 

  499 542 1,101 

敷金・保証金の差入
による支出 

  △345 △790 △1,405 

敷金・保証金の返還
による収入 

  162 112 241 

その他   23 △76 70 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △11,348 △8,396 △26,056 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増減
額 

  745 124 618 

長期借入による収入   3,777 5,756 9,391 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △5,796 △5,705 △11,481 

転換社債の買入消却
による支出 

  △654 △845 △1,373 

配当金の支払額   △683 △682 △684 

自己株式の取得によ
る支出 

  △21 △12 △67 

その他   △9 △7 △9 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,642 △1,372 △3,606 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △17 20 △66 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額(△減少額) 

  △2,090 1,841 △2,530 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  22,831 20,300 22,831 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  20,740 22,142 20,300 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社………37社 

 主要な連結子会社の名称 

 ㈱北海道第一興商、㈱東北第

一興商、㈱台東第一興商、㈱新

潟第一興商、㈱東海第一興商、

㈱第一興商近畿、㈱九州第一興

商、㈱ディーケーファイナンス

ほか29社 

 なお、㈱北海道第一興商と㈱

小樽第一興商は平成15年４月

に、㈱北海道第一興商を存続会

社として合併し、㈱小樽第一興

商は解散しております。 

(1）連結子会社………38社 

 主要な連結子会社の名称 

 ㈱北海道第一興商、㈱東北第

一興商、㈱台東第一興商、㈱新

潟第一興商、㈱東海第一興商、

㈱第一興商近畿、㈱九州第一興

商、㈱ディーケーファイナンス

ほか30社 

 「第１ 企業の概況 ３.関係会

社の状況」に記載のとおり、上

海必愛歌音楽餐飲有限公司は、

平成16年４月に新たに設立した

ため当中間連結会計期間から連

結の範囲に含めております。 

  なお、㈱ハリマ第一興商と㈱

姫路第一興商は、平成16年４月

に合併し、存続会社である㈱ハ

リマ第一興商は㈱兵庫第一興商

に社名変更し、㈱姫路第一興商

は解散しております。 

(1）連結子会社………38社 

 連結子会社の名称は「第１ 

企業の概況 ４．関係会社の状

況」に記載しているため省略し

ております。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ユニ

オン映画㈱、㈱クラウンミュー

ジックエンタープライズ及び㈱

ズームリパブリックでありま

す。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ユニ

オン映画㈱、㈱クラウンミュー

ジック及び㈱ズームリパブリッ

クであります。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ユニ

オン映画㈱、㈱クラウンミュー

ジック及び㈱ズームリパブリッ

クであります。 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

 （連結の範囲から除いた理由） 

同   左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社 

 該当事項はありません。 

(1）持分法適用会社 

同   左 

(1）持分法適用会社 

同   左 

  (2）持分法非適用会社 

 持分法を適用していない非連

結子会社は、ユニオン映画㈱、

㈱クラウンミュージックエンタ

ープライズ、㈱ズームリパブリ

ックほかであります。 

(2）持分法非適用会社 

 持分法を適用していない非連

結子会社は、ユニオン映画㈱、

㈱クラウンミュージック、㈱ズ

ームリパブリックほかでありま

す。 

(2）持分法非適用会社 

 持分法を適用していない非連

結子会社は、ユニオン映画㈱、

㈱クラウンミュージック、㈱ズ

ームリパブリックほかでありま

す。 

  （持分法の適用範囲から除いた

理由） 

 持分法を適用していない非連

結子会社は、中間連結純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除い

ております。 

（持分法の適用範囲から除いた

理由） 

同   左 

（持分法の適用範囲から除いた

理由） 

 持分法を適用していない非連

結子会社は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除いております。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

３．連結子会社の(中間)決算

日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。なお、中

間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

中間決算日が６月30日の会社 

上海綜藝音楽娯楽有限公司 

Saha Daiichi Kosho Co., Ltd. 

第一興商（上海）電子有限公司 

中間決算日が９月20日の会社 

日本クラウン㈱ 

㈱徳間ジャパンコミュニケーシ

ョンズ 

 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は次

のとおりであります。なお、中

間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

中間決算日が６月30日の会社 

上海綜藝音楽餐飲有限公司 

（旧社名 上海綜藝音楽娯楽有限

公司） 

Saha Daiichi Kosho Co., Ltd. 

第一興商（上海）電子有限公司 

上海必愛歌音楽餐飲有限公司 

中間決算日が９月20日の会社 

日本クラウン㈱ 

㈱徳間ジャパンコミュニケーシ

ョンズ 

㈱トライエム 

 連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は次のとおり

であります。なお、連結財務諸

表の作成に当たっては、決算日

現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

決算日が12月31日の会社 

上海綜藝音楽娯楽有限公司 

Saha Daiichi Kosho Co.,Ltd. 

第一興商（上海）電子有限公司 

決算日が３月20日の会社 

日本クラウン㈱ 

㈱徳間ジャパンコミュニケーシ

ョンズ 

㈱トライエム 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

同   左 

満期保有目的の債券 

同   左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同   左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

時価法 

時価のないもの 

同   左 

② デリバティブ 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

② デリバティブ 

同   左 

  ③ たな卸資産 

 主として移動平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同   左 

③ たな卸資産 

同   左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

 ただし、当社及び国内連結子

会社は、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）は定額法によってお

ります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

カラオケ賃貸機器５年～６年 

カラオケルーム設備 

３年～19年 

① 有形固定資産 

同   左 

① 有形固定資産 

同   左 

  ② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同   左 

② 無形固定資産 

同   左 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同   左 

① 貸倒引当金 

同   左 

  ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

② 賞与引当金 

同   左 

② 賞与引当金 

同   左 

  ③ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

同   左 

③ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

役員の退任時の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理していまし

たが、当中間連結会計期間から

当社及び連結子会社は役員退職

慰労金規程に基づく中間期末要

支給額を役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更しまし

た。この変更は、役員退職慰労

金規程の整備を行ったことを契

機に、役員退職慰労金を役員の

在任期間にわたり費用配分する

ことで期間損益の適正化及び財

務体質の健全化を図るためのも

のであります。この変更に伴

い、当中間連結会計期間におい

て、当中間連結会計期間発生額

182百万円を販売費及び一般管理

費に、過年度負担額2,921百万円

を一括して特別損失に計上して

おります。この結果、従来の方

法と比べ、営業利益及び経常利

益は182百万円、税金等調整前中

間純利益は3,001百万円それぞれ

減少しております。  

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、（セグメン

ト情報）に記載しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

役員の退任時の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は、

役員の退任時の退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理しておりま

したが、当連結会計年度から当

社及び国内連結子会社は役員退

職慰労金規程に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更いたしま

した。この変更は、役員退職慰

労金規程の整備を行ったことを

契機に、役員退職慰労金を役員

の在任期間にわたり費用配分す

ることで期間損益の適正化及び

財務体質の健全化を図るための

ものであります。この変更に伴

い、当連結会計年度において、

当連結会計年度発生額367百万円

を販売費及び一般管理費に、過

年度負担額2,921百万円を一括し

て特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法と比

べ、営業利益及び経常利益は367

百万円、税金等調整前当期純利

益は3,141百万円それぞれ減少し

ております。 

   なお、セグメント情報に与

える影響につきましては、（セ

グメント情報）に記載しており

ます。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は在外子会

社の中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同   左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は在外子会

社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

 当社及び連結子会社２社は、

変動金利の借入金の金利変動リ

スクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会

計の方法は金利スワップの特例

処理によっております。 

 なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

 当社及び連結子会社３社は、

変動金利の借入金の金利変動リ

スクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会

計の方法は金利スワップの特例

処理によっております。 

 なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

 当社及び連結子会社３社は、

変動金利の借入金の金利変動リ

スクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会

計処理は金利スワップの特例処

理によっております。 

 なお、特例処理によっている

ため有効性の評価を省略してお

ります。 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  ① 割賦販売の会計処理 

 当社及び国内連結子会社の一

部が採用し、割賦販売に係る利

益については、割賦債権の支払

期日未到来分に対応する割賦利

益の額を繰延処理しておりま

す。 

① 割賦販売の会計処理 

同   左 

① 割賦販売の会計処理 

同   左 

  ② 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

② 消費税等の会計処理 

同   左 

② 消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同   左 同   左 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

繰延税金資産は、前中間連結会計期間末まで流動資産の

「その他」及び投資その他の資産の「その他」にそれぞ

れ含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため、当中間連結会計期間末より区分掲記いたしまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間末の流動資産の「その他」

に含まれる繰延税金資産の金額は1,126百万円、投資その

他の資産の「その他」に含まれる繰延税金資産の金額は

2,011百万円であります。 

（中間連結貸借対照表） 

───── 

  

（中間連結損益計算書） 

為替差損は、前中間連結会計期間までは営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結

会計期間において営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他」

に含まれる「為替差損」の金額は59百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

───── 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「たな卸資産の増

減額」及び「法人税等の支払額」に含めていた「法人税

等の還付額」は重要性が増したため当中間連結会計期間

より区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「たな卸資産の増

減額」の金額は358百万円、「法人税等の支払額」に含め

ていた「法人税等の還付額」は6百万円であります。 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「投資有価証券売却損益」及び投資活動に

よるキャッシュ・フローの「投資有価証券の売却による

収入」は重要性が乏しくなったため営業活動によるキャ

ッュ・フローの「その他」及び投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めております。 

 なお、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含まれている「投資有価証券売却損益」は△2百万

円、投資活動によるキュッシュ・フローの「その他」に

含まれている「投資有価証券の売却による収入」は9百万

円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券売

却損益」、「カラオケ賃貸機器の売上原価振替」及び投

資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

いた「投資有価証券の売却による収入」は重要性が増し

たため当中間連結会計期間において区分掲記いたしまし

た。 

  なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券売

却損益」は△2百万円、「カラオケ賃貸機器の売上原価振

替」は451百万円、投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めていた「投資有価証券の売却による収

入」は9百万円であります。 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「法人税等の還付額」は重要性が乏しくな

ったため、営業活動によるキャッシュ・フローの「法人

税等の支払額」に含めております。 

 なお、営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税

等の支払額」に含まれている「法人税等の還付額」は89

百万円であります。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

───── （法人事業税における外形標準課税 

部分の連結損益計算書上の表示方

法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割を販売費及び

一般管理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が82百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

82百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。 

─────
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却

累計額 

50,335百万円 48,174百万円 49,527百万円 

※２担保に供している資産 受取手形及び売

掛金 
3,642百万円 

建物及び構築物 3,610百万円 

カラオケ賃貸機

器 
43百万円 

土地 7,984百万円 

その他有形固定

資産 
834百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

投資その他の資

産その他 
1,793百万円 

合計 18,065百万円

受取手形及び売

掛金 
2,466百万円 

建物及び構築物 3,886百万円 

カラオケ賃貸機

器 
22百万円 

土地 9,716百万円 

その他有形固定

資産 
964百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

投資その他の資

産その他 
1,409百万円 

合計 18,621百万円

受取手形及び売

掛金 
3,282百万円 

建物及び構築物 3,311百万円 

カラオケ賃貸機

器 
28百万円 

土地 7,576百万円 

その他の有形固

定資産 
897百万円 

差入敷金・保証

金 
155百万円 

投資その他の資

産その他 
1,634百万円 

合計 16,886百万円

  （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

短期借入金 6,238百万円 

長期借入金 8,442百万円 

合計 14,681百万円

短期借入金 5,839百万円 

長期借入金 7,975百万円 

合計 13,815百万円

短期借入金 6,000百万円 

長期借入金 6,993百万円 

合計 12,994百万円

※３カラオケ賃貸機器の内訳 機械装置 9,333百万円 機械装置 10,160百万円 機械装置 9,392百万円 

※４カラオケルーム設備の内

訳 

建物及び構築物 7,419百万円 

機械装置 1,409百万円 

その他 796百万円 

合計 9,626百万円

建物及び構築物 9,065百万円 

機械装置 2,118百万円 

その他 954百万円 

合計 12,138百万円

建物及び構築物 8,063百万円 

機械装置 1,909百万円 

その他 840百万円 

合計 10,813百万円

 ５保証債務 ① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

126百万円 

② 顧客に対す

る賃借債務

の保証 

2百万円 

③ 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

772百万円 

① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

81百万円 

② 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

828百万円 

① 顧客に対す

る割賦債務

等の保証 

98百万円 

② 販売特約店

等の借入債

務等の保証 

801百万円 

 ６特定融資枠契約（コミッ

トメントライン契約） 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行６行と特定

融資枠契約（コミットメントライ

ン契約）を締結しており、これら

契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため金融機関７社と特定

融資枠契約（コミットメントライ

ン契約）を締結しており、これら

契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため金融機関７社と特定

融資枠契約（コミットメントライ

ン契約）を締結しており、これら

契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

  特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

※１固定資産売却益の内訳 ───── 建物及び構築物 4百万円 

土地 0百万円 

その他 0百万円 

合計 4百万円 

土地 14百万円 

建物及び構築物 0百万円 

その他 2百万円 

合計 16百万円 

※２固定資産処分損の内訳 土地 237百万円 

カラオケルーム設

備 
103百万円 

建物及び構築物 47百万円 

その他 12百万円 

合計 400百万円 

建物及び構築物 1,046百万円 

土地 997百万円 

カラオケルーム設

備 
142百万円 

その他 46百万円 

合計 2,232百万円 

建物及び構築物 819百万円 

カラオケルーム設

備 
393百万円 

土地 313百万円 

無形固定資産 214百万円 

その他 103百万円 

合計 1,843百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 21,953百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△1,212百万円 

現金及び現金同等物 20,740百万円 

現金及び預金勘定 30,843百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△8,701百万円 

現金及び現金同等物 22,142百万円 

現金及び預金勘定 29,280百万円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△8,979百万円 

現金及び現金同等物 20,300百万円 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

カラオ
ケルー
ム設備 

1,023 801 221 

その他
有形固
定資産 

1,624 990 634 

合計 2,647 1,791 855 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

カラオ
ケルー
ム設備

454 335 119 

その他
有形固
定資産

1,393 977 416 

合計 1,848 1,312 536 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

カラオ
ケルー
ム設備 

476 319 157 

その他
有形固
定資産 

1,534 964 569 

合計 2,010 1,283 726 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 491百万円 

１年超 377百万円 

合計 868百万円 

１年内 330百万円 

１年超 212百万円 

合計 543百万円 

１年内 444百万円 

１年超 292百万円 

合計 736百万円 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 355百万円 

減価償却費相当額 344百万円 

支払利息相当額 6百万円 

支払リース料 247百万円 

減価償却費相当額 240百万円 

支払利息相当額 3百万円 

支払リース料 654百万円 

減価償却費相当額 635百万円 

支払利息相当額 11百万円 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同   左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 424百万円 

１年超 2,599百万円 

合計 3,024百万円 

１年内 383百万円 

１年超 2,224百万円 

合計 2,608百万円 

１年内 422百万円 

１年超 2,495百万円 

合計 2,918百万円 
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（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間）（平成15年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額につい

て減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 1,132 1,443 311 

（2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（3）その他 944 971 26 

合計 2,077 2,415 338

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引金融債 9 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 398 
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（当中間連結会計期間）（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額につい

て減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 876 2,468 1,591 

（2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（3）その他 822 953 130 

合計 1,699 3,421 1,722

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引金融債 9 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,613 

2004/12/22 16:20:45株式会社第一興商/半期報告書/2004-09-30

- 31 -



（前連結会計年度）（平成16年３月31日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％以上50％未満下落した場合には、個別に回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行

っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（平成15年９月30日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（当中間連結会計期間）（平成16年９月30日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（前連結会計年度）（平成16年３月31日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 1,182 3,167 1,984 

（2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

（3）その他 944 1,138 193 

合計 2,127 4,305 2,178

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

割引金融債 9 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,313 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

売上集計区分によっております。 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケル
ーム運営事
業 
（百万円） 

コンテンツ
事業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）
外部顧客に対する売上

高 
31,674 12,112 5,273 5,306 2,542 56,910 － 56,910 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
76 － － 158 174 409 (409) － 

計 31,751 12,112 5,273 5,464 2,717 57,319 (409) 56,910 

営業費用 25,992 10,817 4,245 5,509 2,450 49,014 1,015 50,030 

営業利益(又は営業損失) 5,758 1,295 1,028 △44 266 8,304 (1,424) 6,880 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
（百万円） 

カラオケル
ーム運営事
業 
（百万円） 

コンテンツ
事業 
（百万円） 

音楽ソフト
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                

(1）
外部顧客に対する売上

高 
35,067 12,771 4,729 5,289 2,991 60,850 － 60,850 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
96 － － 66 337 500 (500) － 

計 35,164 12,771 4,729 5,356 3,328 61,350 (500) 60,850 

営業費用 27,571 12,547 4,246 6,247 3,163 53,775 778 54,553 

営業利益(又は営業損失) 7,593 224 483 △891 165 7,575 (1,279) 6,296 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
(百万円) 

カラオケル
ーム運営事
業 
(百万円) 

コンテンツ
事業 
(百万円) 

音楽ソフト
事業 
(百万円) 

その他の事
業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                

(1）
外部顧客に対する売上

高 
66,505 25,156 10,324 12,098 5,249 119,335 － 119,335 

(2）
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
164 － － 248 340 753 (753) － 

計 66,670 25,156 10,324 12,347 5,590 120,088 (753) 119,335 

営業費用 55,986 22,656 8,682 12,004 5,105 104,434 1,773 106,208 

営業利益 10,683 2,499 1,642 342 485 15,653 (2,527) 13,126 

2004/12/22 16:20:45株式会社第一興商/半期報告書/2004-09-30

- 33 -



２．各区分に属する主要な商品又は役務の名称 

３．「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容 

４．（前中間連結会計期間）（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり従来役員退職慰労金は

支出時の費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間より役員退職慰労引当金を計上する方法に

変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、各セグメントに与える影響額は次のと

おりであります。 

    （前連結会計年度）（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり従来役員退職慰労金は支出

時の費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より役員退職慰労引当金を計上する方法に変更して

おります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、各セグメントに与える影響額は次のとおりであ

ります。 

事業区分 主要商品又は役務の名称 

業務用カラオケ事業 業務用カラオケ機器・カラオケソフトの販売及び賃貸 

カラオケルーム運営事業 カラオケルーム（ボックス）の運営及び飲食の提供 

コンテンツ事業 衛星放送及び携帯電話による音楽コンテンツ等の提供 

音楽ソフト事業 音楽、映像ソフトの制作、販売 

その他の事業 不動産賃貸事業、飲食事業ほか 

 
前中間連結会計期間

（百万円） 
当中間連結会計期間

（百万円） 
前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

1,424 1,279 2,527 
当社の総務部等管理部門に要し

た費用 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
(百万円) 

カラオケル
ーム運営事
業 
(百万円) 

コンテンツ
事業 
(百万円) 

音楽ソフト
事業 
(百万円) 

その他の事
業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業費用 116 － － 3 － 119 62 182 

営業利益(又は営業損

失) 
△116 － － △3 － △119 △62 △182 

消去又は全社の項目に含

めた配賦不能営業費用の

金額（百万円） 

62 

項目 
業務用カラ
オケ事業 
(百万円) 

カラオケル
ーム運営事
業 
(百万円) 

コンテンツ
事業 
(百万円) 

音楽ソフト
事業 
(百万円) 

その他の事
業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

営業費用 236 － － 7 － 244 123 367 

営業利益(又は営業損

失) 
△236 － － △7 － △244 △123 △367 

消去又は全社の項目に含

めた配賦不能営業費用の

金額（百万円） 

123 
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【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１

日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成16年４月１

日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,134円99銭      1,773円74銭 3,378円93銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
77円75銭   108円40銭 265円08銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
74円40銭   103円22銭 252円21銭 

    

 当社は、平成16年５月20日付けで

株式を１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間連結 

会計期間 

前連結 

会計年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

1,567円49銭 1,689円46銭

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

38円87銭 132円54銭

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

37円20銭 126円11銭

  

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 1,398 3,895 4,898 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 133 

 （うち利益処分による役員賞与金） ( － ) ( － ) (133) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,398 3,895 4,765 

期中平均株式数（千株） 17,982 35,941 17,979 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益調整額（百万円） 24 21 46 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (22) (19) (43) 

普通株式増加数（千株） 1,132 2,009 1,101 

（うち転換社債） (1,132) (2,009) (1,101) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

該当事項はありません。 同   左 同   左 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

       ───── 

  

 当社は、平成16年12月13日開催の 

取締役会において、商法第211条ノ３ 

第１項第２号の規定に基づき、自己 

株式を取得することを決議いたしま 

した。決議の内容は次のとおりであ 

ります。 

（１）理由 ：経営環境の変化に対 

 応した機動的な資本 

 政策の遂行を可能と 

 し、資本効率を向上 

 させるため 

（２）取得の方法 ：ジャスダック証券取引

  所における買付 

（３）取得する 

      株式の種類 

：普通株式 

（４）取得する株 

      式の数 

：1,440,000株 

（上限） 

（５）株式取得 

      価額の総額 

：4,300百万円 

（上限） 

（６）自己株式 

      取得の日程 

：平成16年12月17日から

 平成17年２月28日まで

１．平成16年３月22日開催の取締役会

において、営業拠点の事務所ビル

６ヶ所の土地・建物を当社の関係

会社（㈱ディーケーファイナン

ス）へ売却することを決議いたし

ました。これに伴う売却が平成16

年４月27日に完了し固定資産売却

損1,234百万円が発生しておりま

す。また、土地再評価差額金△

3,834百万円が取崩されておりま

す。 

２．平成16年２月23日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しており

ます。 

（１）平成16年５月20日付けをもって

普通株式１株につき２株に分割

しております。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式 18,310,463株 

② 分割方法 

平成16年３月31日最終株主

名簿及び実質株主名簿に記

載または記録された株主の

所有株式数を、１株につき

２株の割合をもって分割し

ております。 

    （２）配当起算日 

    平成16年４月１日 

    なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株

当たり情報及び当該株式分割

が当期首に行われたと仮定し

た場合の当連結会計年度にお

ける１株当たり情報について

は、以下のとおりでありま

す。 

    前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

1,540円67銭 1,689円46銭 

１株当たり当期

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

187円95銭 132円54銭 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

177円12銭 126円11銭 
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(2）【その他】 

 ㈱アジア著作協会は、当社に対し同社が著作権を管理する韓国楽曲を、当社が通信カラオケにおいて無許諾使

用を行ったとして、それに基づく損害賠償（請求金額約９億75百万円）を求める訴訟を平成16年８月31日に東京

地方裁判所に提起いたしましたが、当社といたしましては、無許諾使用の著作権侵害には当たらないと認識し、

㈱アジア著作協会の主張は失当なものとして対処していく所存であります。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   10,251     20,387     17,476    

２ 受取手形   1,704     650     1,136    

３ 売掛金   6,091     6,540     6,609    

４ たな卸資産   5,217     2,976     3,423    

５ 繰延税金資産   3,257     2,938     3,340    

６ その他   2,970     2,748     2,035    

貸倒引当金   △446     △383     △451    

流動資産合計     29,046 34.2   35,859 40.9   33,571 37.9 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物   4,403     1,689     3,241    

(2）カラオケ賃貸機器   4,100     4,691     4,388    

(3）カラオケルーム設備   6,175     7,813     6,992    

(4）土地   4,798     2,002     4,853    

(5）その他   1,298     1,765     1,186    

計   20,776     17,961     20,662    

２ 無形固定資産                    

(1）音源映像ソフトウェア   －     4,588     4,369    

(2）その他   －     3,784     4,068    

計   7,138     8,372     8,437    

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   2,559     5,870     6,341    

(2）関係会社株式   5,134     4,471     5,080    

(3）長期貸付金   5,801     4,808     5,373    

(4) 繰延税金資産   930     1,556     963    

(5）差入敷金・保証金   8,914     10,268     9,860    

(6) 長期性預金   6,300     －     －    

(7）その他   3,743     3,696     3,182    

貸倒引当金   △5,357     △5,123     △4,893    

計   28,026     25,548     25,907    

固定資産合計     55,940 65.8   51,882 59.1   55,007 62.1 

資産合計     84,986 100.0   87,741 100.0   88,578 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形   2,294     3,204     2,556    

２ 買掛金   3,450     2,865     3,049    

３ 短期借入金   2,000     600     600    

４ 一年以内償還予定転換社債   －     9,955     10,799    

５ 一年以内返済予定長期借入金   3,189     3,188     3,400    

６ 未払金   3,907     3,823     4,711    

７ 未払法人税等   112     213     161    

８ 賞与引当金   700     723     605    

９ その他 ※４ 1,001     777     1,231    

流動負債合計     16,655 19.6   25,351 28.9   27,116 30.6 

Ⅱ 固定負債                    

１ 転換社債   11,514     －     －    

２ 長期借入金   7,514     6,486     8,049    

３ 退職給付引当金   1,021     1,090     1,026    

４ 役員退職慰労引当金   1,070     1,172     1,130    

５ その他   410     442     440    

固定負債合計     21,530 25.3   9,191 10.5   10,647 12.0 

負債合計     38,185 44.9   34,542 39.4   37,763 42.6 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     12,348 14.5   12,350 14.1   12,349 14.0 

Ⅱ 資本剰余金                    

１ 資本準備金   4,000     4,002     4,001    

２ その他資本剰余金                    

資本金及び資本準備金減少
差益   20,000     20,000     20,000    

自己株式処分差益   0     0     0    

資本剰余金合計     24,001 28.2   24,002 27.4   24,001 27.1 

Ⅲ 利益剰余金                    

１ 任意積立金   18,600     18,602     18,602    

２ 中間（当期）未処分利益又は
中間未処理損失（△） 

  2,365     △66     1,114    

利益剰余金合計     20,965 24.7   18,535 21.1   19,716 22.3 

Ⅳ 土地再評価差額金     △9,981 △11.7   △1,927 △2.2   △5,761 △6.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     188 0.2   1,018 1.1   1,277 1.4 

Ⅵ 自己株式     △721 △0.8   △780 △0.9   △767 △0.9 

資本合計     46,801 55.1   53,199 60.6   50,815 57.4 

負債資本合計     84,986 100.0   87,741 100.0   88,578 100.0 

                     

2004/12/22 16:20:45株式会社第一興商/半期報告書/2004-09-30

- 40 -



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高     38,888 100.0   42,186 100.0   80,711 100.0 

Ⅱ 売上原価     23,709 61.0   27,302 64.7   51,217 63.5 

割賦損益調整前売上総利益     15,179 39.0   14,883 35.3   29,493 36.5 

割賦販売未実現利益戻入(＋)   124     94     231    

割賦販売未実現利益繰延(－)   86 37 0.1 15 79 0.2 106 125 0.2 

売上総利益     15,216 39.1   14,962 35.5   29,619 36.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     10,464 26.9   10,508 24.9   21,448 26.6 

営業利益     4,752 12.2   4,454 10.6   8,170 10.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   771 2.0   624 1.4   1,049 1.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,025 2.6   384 0.9   1,688 2.1 

経常利益     4,498 11.6   4,694 11.1   7,531 9.3 

Ⅵ 特別利益 ※３   121 0.3   733 1.7   424 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※４   1,455 3.8   2,015 4.7   2,621 3.2 

税引前中間(当期)純利益     3,164 8.1   3,413 8.1   5,334 6.6 

法人税、住民税及び事業税   50     69     100    

法人税等調整額   1,404 1,454 3.7 △15 54 0.1 555 655 0.8 

中間(当期)純利益     1,710 4.4   3,359 8.0   4,679 5.8 

前期繰越利益     679     408     679  

土地再評価差額金取崩額     △23     △3,834     △4,243  

中間（当期）未処分利益又は
中間未処理損失（△） 

    2,365     △66     1,114  

                     

2004/12/22 16:20:45株式会社第一興商/半期報告書/2004-09-30

- 41 -



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

時価のあるもの 

同   左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

   同   左 

(2）デリバティブ 

同   左 

  (3）たな卸資産 

商品及び製品 

移動平均法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品及び製品 

同   左 

仕掛品 

同   左 

(3）たな卸資産 

商品及び製品 

同   左 

仕掛品 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  ３年～50年 

カラオケ賃貸機器 ５年～６年 

カラオケルーム設備 

３年～19年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物       ５年～50年 

カラオケ賃貸機器 ５年～６年 

カラオケルーム設備 

３年～19年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  ３年～50年 

カラオケ賃貸機器 ５年～６年 

カラオケルーム設備 

３年～19年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法、音源映像ソフトウエ

アについては償却期間を２年と

する定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同   左 

(2）無形固定資産 

同   左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(1）貸倒引当金 

同   左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額基準に

基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同   左 

(2）賞与引当金 

同   左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同   左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退任時の退職慰労金の

支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 役員退職慰労金は、従来、支

出時の費用として処理しており

ましたが、当中間会計期間から

役員退職慰労金規程に基づく中

間期末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変

更しました。 

 この変更は、役員退職慰労金

規程の整備を行ったことを契機

に、役員退職慰労金を役員の在

任期間にわたり費用配分するこ

とで期間損益の適正化及び財務

体質の健全化を図るためのもの

であります。 

 この変更に伴い、当中間会計

期間において、当中間会計期間

発生額 62百万円を販売費及び一

般管理費に、過年度負担額1,097

百万円を一括して特別損失に計

上しております。 

 この結果、従来の方法と比

べ、営業利益及び経常利益は 62

百万円、税引前中間純利益は

1,070百万円それぞれ減少してお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退任時の退職慰労金の

支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退任時の退職慰労金の

支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 役員退職慰労金は、従来、支

出時の費用として処理していた

が、当期から役員退職慰労金規

程に基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上する

方法に変更しました。 

 この変更は、役員退職慰労金

規程の整備を行ったことを契機

に、役員退職慰労金を役員の在

任期間にわたり費用配分するこ

とで期間損益の適正化及び財務

体質の健全化を図るためのもの

であります。 

 この変更に伴い、当期発生額

123百万円を販売費及び一般管理

費に、また過年度負担額1,097百

万円については一括して特別損

失に計上しております。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合と比較して、営業利益及

び経常利益は123百万円、税引前

当期純利益は1,130百万円それぞ

れ減少しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法  通貨関連で外貨建金銭債務の為

替変動リスクを回避するため、通

貨デリバティブ取引の為替予約取

引を行っており、その会計の方法

は振当処理によっております。ま

た、変動金利の借入金の金利変動

リスクをヘッジするため金利スワ

ップ取引を行っており、その会計

の方法は金利スワップの特例処理

によっております。 

 なお、特例処理によっているた

め有効性の評価を省略しておりま

す。 

同   左 同   左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）割賦販売の会計処理 

 割賦販売による利益について

は、割賦基準により、割賦債権

の支払期日が、当中間会計期間

末日の翌日以降に到来する割賦

利益を「割賦販売未実現利益」

として繰延べております。 

 また、割賦販売に伴う割賦利

息相当額は、支払期日経過分に

対応する額を営業外収益に、支

払期日未到来分に対応する額を

流動負債の「その他」に各々含

めて計上しております。 

(1）割賦販売の会計処理 

同   左 

(1）割賦販売の会計処理 

 割賦販売による利益について

は、割賦基準により、割賦債権

の支払期日が、翌事業年度以降

に到来する割賦利益を「割賦販

売未実現利益」として繰延べて

おります。 

 また、割賦販売に伴う割賦利

息相当額は、支払期日経過分に

対応する額を営業外収益に、支

払期日未到来分に対応する額を

流動負債の「その他」に各々含

めて計上しております。 

  (2）投資事業組合の会計処理 

 当社は投資事業組合への参加

契約を締結しており、当初の組

合への出資金額は組合債権とし

て認識し、その後の組合の財政

状態の変動額のうち当社の持分

相当額を組合債権又は債務とし

て処理しております。 

 また、組合の当期に属する損

益のうち当社の持分相当額を投

資事業組合出資損益として処理

しております。 

(2）投資事業組合の会計処理 

同   左 

(2）投資事業組合の会計処理 

同   左 

  (3）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、割賦販売に係る消費税

等については消費税法の規定に

基づき、割賦債権の支払期日未

到来分に対応する額を繰延処理

しております。 

(3）消費税等の会計処理 

同   左 

(3）消費税等の会計処理 

同   左 
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表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

「繰延税金資産」は、前中間会計期間まで流動資産の

「その他」及び投資その他の資産の「その他」にそれぞ

れ含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増した

ため、当中間会計期間末より区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の流動資産の「その他」に含

まれる「繰延税金資産」の金額は606百万円、投資その他

の資産の「その他」に含まれる「繰延税金資産」の金額

は523百万円であります。 

（中間貸借対照表） 

「音源映像ソフトウェア」は、前中間会計期間まで無形

固定資産に含めて表示しておりましたが、当中間会計期

間末において資産の総額の100分の5を超えたため区分掲

記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の無形固定資産に含まれる

「音源映像ソフトウェア」の金額は3,140百万円でありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

───── （法人事業税における外形標準課税 

部分の損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割を販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が82百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が82百万

円減少しております。 

───── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前事業年度末 

（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

23,911百万円 21,352百万円 23,102百万円 

 ２ 保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 

  ① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務保証 

① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務保証 

① 関係会社の金融機関借入金等

に対する債務保証 

  ㈱湘南第一興商 1,150百万円 

㈱京都第一興商 438百万円 

その他11社計 439百万円 

合計 2,028百万円 

㈱湘南第一興商 973百万円 

㈱京都第一興商 281百万円 

その他7社計 341百万円 

合計 1,595百万円 

㈱湘南第一興商 1,052百万円 

㈱京都第一興商 357百万円 

その他9社計 298百万円 

合計 1,708百万円 

  ② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

52百万円 

② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

30百万円 

② 顧客に対する割賦債務等の保

証 

39百万円 

  ③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

 2,374百万円 

③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

2,097百万円 

③ 販売特約店等の借入債務等の

保証 

2,180百万円 

  (2）保証予約等 

 関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約等 

(2）保証予約等 

 関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約等 

(2）保証予約等 

 関係会社の金融機関借入金に対

する債務の保証予約等 

  ㈱長野第一興商 326百万円 ㈱長野第一興商 280百万円 ㈱長野第一興商 301百万円 

         ───── (3）経営指導念書の差入 

 関係会社の金融機関借入金に対

する経営指導念書の差入 

       ───── 

    ㈱トライエム 67百万円  

 ３ 特定融資枠契約

(コミットメン

トライン契約） 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行６行と特定融資

枠契約（コミットメントライン契

約）を締結しており、これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため金融機関７社と特定融資

枠契約（コミットメントライン契

約）を締結しており、これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため金融機関７社と特定融資

枠契約（コミットメントライン契

約）を締結しており、これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

  特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

特定融資枠契約

の総額 
10,000百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 10,000百万円 

※４ 消費税等の取扱

い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同   左 同   左 
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（中間損益計算書関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち

主要なもの 

受取利息 65百万円 

受取配当金 439百万円 

受取利息 35百万円 

受取配当金 324百万円 

受取利息 112百万円 

受取配当金 444百万円 

※２ 営業外費用のうち

主要なもの 

支払利息 

(社債利息を含

む) 

103百万円 

支払利息 

(社債利息を含

む) 

90百万円 

支払利息 

(社債利息を含

む) 

202百万円 

※３ 特別利益のうち主

要なもの 

       ───── 投資有価証券

売却益 
553百万円 

       ───── 

※４ 特別損失のうち主

要なもの 

過年度役員退

職慰労引当金

繰入額 

1,097百万円 

建物売却損 756百万円 

関係会社株式

評価損 
655百万円 

過年度役員退

職慰労引当金

繰入額 

1,097百万円 

建物売却損 616百万円 

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 1,660百万円 

無形固定資産 2,112百万円 

有形固定資産 1,899百万円 

無形固定資産 2,623百万円 

有形固定資産 3,815百万円 

無形固定資産 4,660百万円 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

カラオ

ケルー

ム設備 

815 681 134 

その他

有形固

定資産 

2,356 1,198 1,157 

合計 3,172 1,880 1,292 

  取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

カラオ

ケルー

ム設備

272 247 25 

その他

有形固

定資産

2,570 1,507 1,063 

合計 2,843 1,754 1,088 

  取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

期末残

高相当

額 

(百万円)

カラオ

ケルー

ム設備 

303 247 55 

その他

有形固

定資産 

2,423 1,281 1,142 

合計 2,726 1,529 1,197 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 734百万円 

１年超 572百万円 

合計 1,306百万円 

１年内 580百万円 

１年超 517百万円 

合計 1,098百万円 

１年内 668百万円 

１年超 540百万円 

合計 1,209百万円 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 466百万円 

減価償却費相当額 454百万円 

支払利息相当額 8百万円 

支払リース料 388百万円 

減価償却費相当額 380百万円 

支払利息相当額 6百万円 

支払リース料 828百万円 

減価償却費相当額 807百万円 

支払利息相当額 15百万円 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 327百万円 

１年超 2,258百万円 

合計 2,586百万円 

１年内 328百万円 

１年超 1,980百万円 

合計 2,309百万円 

１年内 331百万円 

１年超 2,144百万円 

合計 2,476百万円 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,602円98銭 1,480円27銭 2,826円29銭 

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
95円09銭 93円47銭 258円95銭 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
90円72銭 89円09銭 246円44銭 

     当社は、平成16年５月20日付けで

株式を１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

1,301円49銭 1,413円14銭

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

47円55銭 129円47銭

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

45円36銭 123円22銭

  

項目 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 1,710 3,359 4,679 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 23 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (23) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,710 3,359 4,655 

期中平均株式数（千株） 17,982 35,941 17,979 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益調整額（百万円） 24 21 46 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (22) (19) (43) 

普通株式増加数（千株） 1,132 2,009 1,101 

（うち転換社債） (1,132) (2,009) (1,101) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

該当事項はありません。 同   左 同   左 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

─────  当社は、平成16年12月13日開催の 

取締役会において、商法第211条ノ３ 

第１項第２号の規定に基づき、自己 

株式を取得することを決議いたしま 

した。決議の内容は次のとおりであ 

ります。 

（１）理由 ：経営環境の変化に対 

 応した機動的な資本 

 政策の遂行を可能と 

 し、資本効率を向上 

 させるため 

（２）取得の方法 ：ジャスダック証券取引

  所における買付 

（３）取得する 

      株式の種類 

：普通株式 

（４）取得する株 

      式の数 

：1,440,000株 

（上限） 

（５）株式取得 

      価額の総額 

：4,300百万円 

（上限） 

（６）自己株式 

      取得の日程 

：平成16年12月17日から

 平成17年２月28日まで

１．平成16年３月22日開催の取締役会

において、営業拠点の事務所ビル

６ヶ所の土地・建物を当社の関係

会社（㈱ディーケーファイナン

ス）へ売却することを決議いたし

ました。これに伴う売却が平成16

年４月27日に完了し固定資産売却

損1,234百万円が発生しておりま

す。また、土地再評価差額金△

3,834百万円が取崩されておりま

す。 

２．平成16年２月23日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しており

ます。 

（１）平成16年５月20日付けをもって

普通株式１株につき２株に分割

しております。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式 18,310,463株 

② 分割方法 

平成16年３月31日最終株主

名簿及び実質株主名簿に記

載または記録された株主の

所有株式数を、１株につき

２株の割合をもって分割し

ております。 

    （２）配当起算日 

    平成16年４月１日 

    なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当た

り情報及び当該株式分割が当

期首に行われたと仮定した場

合の当事業年度における１株

当たり情報については、以下

のとおりであります。 

    前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,265円09銭 1,413円14銭

１株当たり当期純利

益金額 

１株当たり当期純利

益金額 

119円19銭 129円47銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

112円82銭 123円22銭
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(2）【その他】 

 ㈱アジア著作協会は、当社に対し同社が著作権を管理する韓国楽曲を、当社が通信カラオケにおいて無許諾使

用を行ったとして、それに基づく損害賠償（請求金額約９億75百万円）を求める訴訟を平成16年８月31日に東京

地方裁判所に提起いたしましたが、当社といたしましては、無許諾使用の著作権侵害には当たらないと認識し、

㈱アジア著作協会の主張は失当なものとして対処していく所存であります。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第29期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月28日関東財務局長に提出 

（2）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月31日) 平成16年４月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年４月30日) 平成16年５月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年５月31日) 平成16年６月14日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年６月30日) 平成16年７月14日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１５年１２月１８日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 友永 道子  印 

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 小野 隆良  印 

  関与社員   公認会計士 松浦 康雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５年４月

１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われる。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社第一興商及び連結子会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 引当金の計上基準に記載されているとおり、役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理していたが、当中間連

結会計期間から会社及び国内連結子会社は役員退職慰労金規程に基づく中間連結会計期間末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１６日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 友永 道子  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小野 隆良  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われる。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社第一興商及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は取締役会において自己株式を取得することを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１５年１２月１８日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 友永 道子  印 

 
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 小野 隆良  印 

  関与社員   公認会計士 松浦 康雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間（平成１５年４月

１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われる。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社第一興商の平成１５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１５年４月

１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 引当金の計上基準に記載されているとおり、役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理していたが、当中間会

計期間から会社は役員退職慰労金規程に基づく中間会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更

した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１６日

株式会社第一興商    

  取締役会 御 中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 友永 道子  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小野 隆良  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松浦 康雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社第一興商の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われる。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社第一興商の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は取締役会において自己株式を取得することを決議した。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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